
 

平成３０年度全国学力・学習状況調査 鳥取県の結果及び今後の対応について 

平成３０年９月１０日 

小 中 学 校 課 

 

 平成３０年４月１７日（火）に実施した全国学力・学習状況調査については、平成３０年７月３１日（火）に文部科

学省から調査結果が公表されました。本県の調査結果概要及び今後の対応は次のとおりです。 

 

１ 調査結果の概要 

（１）全国平均との比較（平均正答率[％]） 

 国語Ａ 国語Ｂ 算数・数学Ａ 算数・数学Ｂ 理科 

 本県（公立） 全国（公立） 本県（公立） 全国（公立） 本県（公立） 全国（公立） 本県（公立） 全国（公立） 本県（公立） 全国（公立） 

小学校６年 ７１ ７０．７ ５５ ５４．７ ６２ ６３．５ ５０ ５１．５ ６０ ６０．３ 

中学校３年 ７６ ７６．１ ６０ ６１．２ ６６ ６６．１ ４５ ４６．９ ６６ ６６．１ 

＜国語＞ 

小学校：Ａ問題（主として知識に関する問題）、Ｂ問題（主として活用に関する問題）とも全国平均と差は見られ 

なかった。 

中学校：Ａ問題は全国平均と差は見られなかったが、Ｂ問題では全国平均を下回った。 

＜算数・数学＞ 

小学校：Ａ問題、Ｂ問題ともに全国平均を下回った。 

中学校：Ａ問題は全国平均と差は見られなかったが、Ｂ問題では全国平均を下回った。 

＜理科＞ 

 小中学校ともに全国平均と差は見られなかった。 

 

（２）各教科の特徴 

 国語については、小学校は「文の中における主語と述語との関係などに注意して、文を正しく書く」等について、

中学校は「目的に応じて、文の成分の順序や照応、構成を考えて適切な文を書く」「相手に的確に伝わるように、

あらすじを捉えて書く」等、読解力・表現力に課題が見られた。 

 算数・数学については、小学校は「円の直径と円周の長さの関係」「合同な図形を敷き詰めてできる図形を見つ

ける」等、基礎・基本となる知識・技能の確実な習得とその活用に課題が見られた。中学校は、「計算結果が４

の倍数になる理由の説明」「ダイヤグラムから必要な情報を読み取り、道のりを求める」等、思考力・表現力に

課題が見られた。 

 理科については、小学校は「自分の考えと異なる他者の予想を基に考える」等、中学校は「実験の過程を振り返

り、新たな問題を見いだす」等、思考力に課題が見られた。 

 

（３）質問紙調査結果と教科に関する調査における平均正答率との関係（以下の項目で肯定率が高い児童生徒は平均正

答率が高い傾向が見られた。） 

・学校の規則を守る等、規範意識の高い児童生徒 

・朝食摂取、起床時刻等、基本的生活習慣が確立されている児童生徒 

・学習習慣を身に付け、一定の家庭学習等の時間を確保している児童生徒 

・家の人と学校での出来事について話をする等、家庭内でのコミュニケーションが図られている児童生徒 

・地域や社会に対する関心の高い児童生徒 

 

（４）地域別・市町村別の状況（別冊資料） 

 地域別結果については、明らかな地域差は見られなかった。 
・小学校では、中部地域は、３教科５区分全てで全国と差がないか上回る結果であったが、東部地域は算数Ａ、

理科で、西部地域は国語Ａを除く４区分で全国を下回り、それぞれ課題が見られた。 
・中学校では、西部地域は、３教科５区分全てで全国と差がない結果であったが、東部地域は国語Ａ問題を除く

４区分で全国を下回り、中部地域は国語Ｂ、数学Ｂで全国を下回り、両教科の主に活用に関する問題に課題が

見られた。 
 市町村別結果については、教科ごとに市町村間で差が見られた。 
・小中学校ともに学力調査の結果と質問紙調査「授業内容がよく分かる」項目については、概ね相関が見られた。 

・算数・数学Ｂの調査結果と質問紙調査「算数・数学で学習したことを生活の中で活用できないか考える」項目

についても、概ね相関が見られた。 

資料 １ 
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２ 今後の対応 

（１）これまでの取組、成果 

①これまでの取組 

 少人数学級指導による個に応じた指導の充実 
 エキスパート教員認定制度、教科でつながる小中連携授業力向上支援事業、小学校理科教育パワーアップ事業等

の実施による教員の指導力向上や学校全体での授業改善の推進 
 とりっこドリルの活用による基礎的・基本的な知識・技能定着に向けた取組 
 教員向け・保護者向けリーフレット作成・配布等による学校・家庭が連携した取組の推進 

②成果 

 中学校の数学Ａ問題では、昨年度は全国平均を下回っていたが、今年度は改善がみられた。各学校で基礎的・基

本的事項の定着を図る授業改善が進められたと考えられる。 

 小中学校ともに、「友達との間で話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、広げたりすることができてい

る」という肯定的な回答が全国平均と比べて高く、各学校で「主体的・対話的で深い学び」の視点に立った授業

改善が進められていることがうかがえる。 

 小中学校ともに、「自分にはよいところがある」という肯定的な回答の割合が経年比較したなかで最も高く、自

己肯定感の醸成が図られていることがうかがえる。 

（２）課題と対応策（案） 

現状課題① 平成 25 年度頃までは全国平均を上回る教科が多かったが、全国平均との差が少なくなり、平成

29年度以降、複数の教科で全国平均を下回る結果となっており、学力の底上げが必要。 

要因（想定）・

取組の方向性 

これまで、県教委では学力向上のために様々な施策を行ってきたが、授業改善や児童生徒の学力

向上に生かせていない可能性があるため、抜本的な対策の検討が必要。 

対応策（案） 【新規】 学力向上推進プロジェクトチーム（ＰＴ）の設置（第1回：9月21日） 

全国学力・学習状況調査における平成１９年度以降の調査結果の推移から鳥取県の課題を明ら

かにするとともに戦略的、長期的な視点から抜本的な対策について「学力向上推進プロジェクト

チーム」で検討し、早期に実践につなげていく。（別添資料参照） 

地域課題に応じた学力向上推進事業の取組（平成30年度新規事業で対応中） 

各地域の学力課題の解決に向けて、県教委と地教委が協働した取組を進めている。 

＜東部地域＞学校、家庭が連携して家庭学習のあり方や家庭学習とのつながりを意識した授業改

善などについて実践研究し、家庭学習の質の向上を図る。 

＜中部地域＞過去５年間の小学校の国語、算数のＢ問題をもとに「活用問題集」を作成し、授業

改善を進めることによって教員の授業力向上を図る。 

＜西部地域＞外部アドバイザーを招聘し、授業研究を中心に据えた授業力向上に取り組む。 

若手教員の他県先進校への視察研修を通して、学校の中核となる教員の指導力向上を図る。 

 

現状課題② 小学校の算数ＡＢ問題、中学校の数学Ｂ問題で全国平均を１ポイント以上下回り、「算数が好き

だ」と答えた児童の割合も全国平均を大きく下回る結果となっている。また、算数・数学のみな

らず、国語や理科についても活用に関する問題の正答率が低く、無回答率が高い傾向が見られる。 

要因（想定）・

取組の方向性 

この状況は数年間続いており、基礎的・基本的事項を確実に定着させ、活用力を高めていくとと

もに、学習意欲の向上を図るための授業改善に役立つような具体的な取組が必要。 

対応策（案） 【新規】小冊子「算数・数学の授業づくり」の配布・活用（夏休み後対応済） 

市町村教育委員会の指導主事と協働して「算数・数学の授業づくり」に関する小冊子を作成。

８月末に市町村教育委員会へ配布し、算数・数学の更なる授業改善を進めている。今後、指導主

事が各学校を訪問し、冊子を活用しながら個別に指導を行っていく。 

【新規】活用力育成に向けた授業改善の推進 

算数・数学以外の教科についても、リーディングスキル（読解力）を高めるための取組を検討

するとともに、実生活の中で活かせる知識の習得及び活用力育成のための授業改善を推進する。 

 

現状課題③ 地域行事に参加している児童の割合は高いが、地域や社会で起こっている問題や出来事への関心

はあまり高くないなど、地域や社会をより良くしようとする考えを持つ児童生徒が少ない。 

要因（想定）・

取組の方向性 

地域行事は数多くあり、参加している児童生徒も多いが、その体験を次の行動に生かそうとする

意識が低いため、家庭や地域と連携を図りながら、地域への関心を更に高めていく取組が必要。 

対応策（案） 【新規】「ふるさと教育」の充実 

小中高で一貫した「ふるさと教育」の体系を整理するとともに、鳥取県民ならだれでも知って

いるような人物、事柄等を集めた「鳥取県版ふるさと教育読本」（仮称）を作成し、全県で共通

的な授業の進め方（スタンダードモデル）に取組むとともに、全国で活躍している鳥取県出身の

著名人による講演会、シンポジウムの開催等を検討する。 
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学力向上推進プロジェクトチームの設置について 

平成３０年９月１０日 

小 中 学 校 課  

 
 
 
 
 

１ 目 的  鳥取県の学力向上対策をより一層推進していくために本ＰＴを設置し、対策の方向性、具体的

な取組について協議、検討を行う。 
２ メンバー 

所 属 ・ 役 職 氏 名 備 考 
兵庫教育大学大学院教授 浅野 良一 外部アドバイザー ※１ 
国立教育政策研究所 総括研究官 千々布 敏弥 外部アドバイザー ※２ 
鳥取市立東中学校長 田村 穣 鳥取県中学校長会 
鳥取市立湖山西小学校長 大西 泰博 鳥取県小学校長会 
米子市教育委員会教育長 浦林 実 都市教育長会 
北栄町教育委員会教育長 別本 勝美 町村教育長会 
県教育委員会教育次長 足羽 英樹  
県教育委員会参事監兼教育センター所長 小林 傳  
※１ 長年にわたって鳥取県教育に関する各種会議の外部アドバイザーや教職員研修の講師を務める

など、本県の教育施策に精通されており、実情にあった具体的な助言がいただける方。 
   ※２ 福井県や秋田県など学力上位県の取組について精通されており、全国の好事例をもとに本県教育

委員会の支援体制や教育施策に対して有益な提言をいただける方。 
３ ＰＴでの検討事項と主な取組内容（案） 

①管理職・教員の意識改革、授業改善について 
・指導主事による県内全小学校の学校訪問 

→ 県教委の指導担当指導主事が県内の全小学校を訪問して５年生の算数の授業を参観し、管理職、担
当教員に対して指導助言を行う。 

・活用力育成に向けた授業改善の推進 
→ リーディングスキル（読解力）を高めるための取組を検討するとともに、実生活の中で活かせる知
識の習得及び活用力育成のための授業改善を推進する。 

・小学校教育研究会、中学校教育振興会との連携 
→ 各校種の教科部会と連携した授業改善の取組について検討する。 

②児童生徒の学習意欲の向上、家庭学習の質の向上について 
 ・学習意欲の向上に効果的な学習環境・体制づくりの検討 
  → 学習に課題のある児童生徒の学び直しの仕組づくりや、効果的な習熟度別・個別学習の体制づくり

を検討する。 
 ・家庭学習の質の向上 

→ 予習・復習を意識した宿題の出し方や、学習習慣を身に付けるための効果的な家庭学習の方法につ
いて検討する。 

③教員の同僚性の構築、若手教員の育成について 
・学校体制の構築やＯＪＴの推進に向けた取組 

→ 大量退職・新規採用者が増加する中、ベテランから若手へ優れた授業スキルを継承するための学校
体制の構築や、管理職やミドルリーダーを中心としたＯＪＴの推進に向けた取組について検討する。 

・若手教員研修、採用前研修の更なる充実と見直し 
→ 若手教員研修、採用前研修について、より充実を図るため、内容等について見直し・検討を行う。 

④県教育委員会の指導体制の見直しと強化について 
・学校の授業改善の取組に対する指導体制の見直し 

→ 要請訪問等の在り方や指導主事の指導助言、説明資料等について見直し・検討を行う。 
 

【参考】ＰＴ会議のスケジュール（案） 
  ○第１回  ９月２１日（金）  内容：ＰＴの目的、学力向上に向けた取組方策等 
  ○第２回 １０月２６日（金）  内容：学力上位県の取組を踏まえた鳥取県への提言等 

 ○第３回 １月下旬～２月中旬  内容：今後の学力向上の取組について等 
※来年度も引き続きＰＴを開催していく予定（３回程度） 

全国学力・学習状況調査における平成１９年度以降の調査結果の推移から鳥取県の課題を明らかにする

とともに、学校・家庭・教育委員会が一体となって本県児童生徒の学力及び学習意欲の向上に向けて取り

組むために、戦略的、短期・中長期的な視点から抜本的な対策を検討する「学力向上推進プロジェクトチ

ーム」を設置する。 

＜別添１－２＞ 
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